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事業内容

１　出資等の状況（H19.4.1現在） （単位：千円,位）

600,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
出資（出捐）

順位
備考

150,000 25.0% 2

300,000 50.0% 1

110,000 18.3% 3
旧下総町、
旧大栄町を含む

20,000 3.3% 4

5,000 0.8% 5

5,000 0.8% 5

5,000 0.8% 5

5,000 0.8% 5

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H19.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

団体名 財団法人成田空港周辺地域共生財団 県所管課 空港地域振興課

山武市

多古町

芝山町

富里市

千葉県

成田国際空港㈱

出資（出捐）者

成田市

資本金（又は出捐金）

齊藤　正男

０４７６（２０）１７７５

平成9年7月28日

www.nrt.or.jp

成田市花崎町７５０－１

成田空港周辺地域において、きめ細やかな民家防音工
事助成事業、騒音対策周辺事業、航空機騒音等の調
査・研究事業等生活環境の改善に資する事業を実施し
ている。

主な者

（出捐金：基本財産　600,000千円　運用財産　10,000,000千円）

千葉県による公社等外郭団体に関する情報公開

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

０４３（２２３）２２８２

横芝光町



３　財務状況　※

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 １６年度 １７年度 １8年度

総資産 4,716,294 4,238,353 3,877,413

負　債 32,092 24,996 28,121

資　本 4,684,202 4,213,357 3,849,292

累 積 損 益 4,084,202 3,613,357 3,249,292

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 １６年度 １７年度 １8年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 1,149,467 1,249,404 1,123,117

経 常 損 益 △ 573,750 △ 470,845 △ 364,065

当 期 損 益 △ 573,750 △ 470,845 △ 364,065

減価償却前当期損益　　　　 △ 558,070 △ 457,149 △ 352,540

注　当財団は、設立された当初の出捐金を原資として、毎年それを取り崩して成田空港周辺地域にお

　ける民家防音工事等の事業を実施している。上記の総収入は主にその取崩収入であり、経常損益

　及び当期損益は主に民家防音工事等の事業費支出によるものである。

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 １６年度 １７年度 １8年度

借 入 金 残 高　　　　　     0 0 0

うち県からの借入金残高 0 0 0

うち県以外からの借入金残高 0 0 0

0 0 0

※公益法人については、次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

〈貸借対照表〉　資本⇒正味財産の部合計

　　　　　　　　　　累積損益⇒基本金等を除く正味財産額

〈損益計算書〉　損益計算書⇒収支計算書及び正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝当期収入合計－借入金

　　　　　　　　　　収入等（損益に無関係の項目））

　　　経常損益⇒当期正味財産増減額－（特別損益項目の資産の増減＋特別損益取引

　　　に係る当期収支差額）

　　　当期損益⇒当期正味財産増減額

　　　減価償却前当期損益⇒当期正味財産増減額（減価償却を行っている場合は、減価

　　　償却費を加える）

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 １６年度 １７年度 １8年度

委　託　料   　　

補助金･交付金・
負担金

航空機騒音データ集計処理にかか
わる経費のうち直接的経費を構成団
体で負担

6,042 6,042 6,106

合　　　計 6,042 6,042 6,106

（２）その他

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計

６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（１）役職員数 （単位：人）

１６年度 １７年度 １8年度

常勤役員数   2 2 2

うち県退職者 1 1 1

うち県派遣職員

常勤職員数  9 9 10

うち県退職者

うち県派遣職員 3 3 3

（２）役職員の平均年収等の状況

１７年度 １8年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ）  2人（1人） 2人（1人）

役員平均年齢（各年度末年齢） 59歳 60歳

平均年収(千円） 10,888千円 8,964千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 9.75人（3人） 10人（3人）

職員平均年齢 47.9歳 45.2歳

平均年収(千円） 8,318千円 7,447千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役職員に支払われる役員報酬・給料+諸手当の総額を実人員で除して
　　算出してください。
※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人

項　　目

項　　　　目



７　見直し方針の取組状況

見直し方針

見直し
の概要

取組状況

その他（特
記事項等）

※平成１８年１０月１２日に千葉県行政改革推進本部で見直しを決定した２７団体以外の団体については

平成１４年に決定した方針とその取組状況を記載ください。

継続

成田空港と周辺地域との共生の実現及び成田空港周辺地域の発展のため、関係自
治体及び成田国際空港株式会社と協力し、成田空港周辺地域でのきめ細やかな民家
防音工事助成事業、騒音対策周辺事業、航空機騒音測定・調査研究事業等を引き続
き実施する。

今後の財団の組織・体制や事業のあり方などについて検討を進めている。また、「経費
削減方針」を策定し、物件費の削減及び使用料・賃借料の契約内容の見直し等を実施
している。


